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製品のコモディティ化や企業収益率の低下により、多くの産業財製造企業がいままで無償で提

供してきたサービスを有償化しようとした。サービスの有償化に関して、既存研究は 4 つのステッ

プを提示した。しかし、実際に多くの日本の産業財企業がその転換に失敗した。本稿は、その原

因を探り、サービスの有償化について理論的な枠組みの提示を試みる。 
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Ⅰ．はじめに 

 多くの産業財製造企業にとって、製品がコモディティ化したため、自社の競争優位性を高める

ために事業内容の転換を迫られている。その転換の内容は、特に製品の製造と販売からサービス

の提供に変わることである。これについての一般的な理解では、製品の提供のみでは収益率の改

善が期待できないため、従来無償で提供されていたサービスを有償化することで業績の改善を図

るという。 

しかし、このような事業転換は必ずしも成功できるとは限らない。実際に失敗したケースを見

れば、主に次の 2 つのタイプがある。1 つは、サービスを事業の一環として有償化したとき、事

業システムの構築に問題があったタイプである。特にサービスの提供は労働集約度の高い事業な

ので、工夫をしなければ予想したように収益の向上に繋がらない。もう 1 つの失敗のタイプは、

既存の取引関係において、従来無償で提供されたサービスが有償となったとき、それに対する顧

客側からの抵抗による失敗である。このタイプの失敗の原因は、今まで重んじてきた企業間の緊

密な取引関係が逆にサービスの有償化の足かせになるという点である。 

これまで多くの先行研究は、主に前者の問題に焦点を合わせた。たとえば、Reinartz and Ulaga 

(2008)2）、 Bititci, Turner and Ball (1999)3）、 Hyotylainen and Moller (2007)4）、 Cusumano (2008)5）、 

Oliva and Kallenberg (2003)6）、 Gebauer and Friedli (2005)7）、Antonacopoulou and Kandampully (2000)8）

などの議論がある。それに対して、後者の問題は取引関係の社会的構造に関連するため、研究成

果が比較的に少なかった。前者の問題に対する研究が進み、製造企業のサービス有償化に関して
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多くの理論的・実践的なインプリケーションが生み出された。これらの理論モデルは、サービス

を有償化する際、必要とされる事業システムの構築に一定の貢献があった。しかし、サービスの

有償化の前提には、やはり顧客企業の受け入れが必要である。従って、産業財企業間の取引構造

の問題を無視して、ビジネスモデルの議論だけを進めても製造企業のサービス有償化に有益では

ない。このような問題意識から、本稿ではサービスの有償化を阻害する取引構造の問題をケース

スタディで検討し、それを踏まえて顧客側のサービス有償化に対する認知、そして構造的空隙と

いう概念を引用しながら、価値創造の観点からこの問題に取り組んでいく。目的は、サービスの

有償化に関する従来の議論を補完することである。この目的を達成するために、本稿は次の 4 つ

の部分から構成される。 

 まずは、既存研究の整理である。この整理を通じてサービス有償化に関する研究の大きな流れ

をつかむ。次に、ケーススタディを通じて、サービス有償化の問題所在を明確にする。第 3 に、

この問題を引き起こした原因を探る。そして、最後に打開策の提案を試みる。 

 

Ⅱ．サービスの有償化に関する既存研究の整理と問題の確認 

産業財メーカーは顧客に製品を提供する際、物理的な製品の移転だけでなく、それに付随する

様々なサービスも提供している。提供された製品の性質と内容にもよるが、最低限、製品の運搬、

貯蔵、納品などの業務を必ず行っている。そして、これらの業務は大概無償で提供されている。

しかし、競争の激化や製品のコモディティ化により、産業財メーカーの収益率は下がる一方であ

る。この問題を改善するために、産業財メーカーはいままで無償で提供してきたサービスを有償

に転換しようとした。結果として、IBM のように、製品の製造と販売から完全にソリューション

の提供に業務内容を劇的に転換した企業もあった。 

このように企業は自社の業務内容を製品の製造からサービスへと転換した際、実務において次

の 3 つの問題に直面すると考えられる。1 つ目は、コストの問題である。つまり、サービスの提

供は非常に労働集約度の高い事業なので、必要な人件費が上がり、そして顧客の細かな要求に対

応するために、事業内容もかなり複雑になる。2 つ目の問題は、営業担当者と実際のサービス提

供部門との連携が不十分という問題である。営業担当者にとって契約を取るのが仕事である。物

理的な製品の場合は具体的な製品属性があるため、商談の場面において営業担当者も対応しやす

い。しかし、サービスの場合はその無形性により、従来の営業スキルは必ずしも通用しない。3

つ目の問題は、顧客にとって、当該サービスを利用するためのインセンティブが必ずしも明確で

はないことである。特に無償のサービスが有償化される際、有償サービスを利用したときのコス

トパフォーマンスやスイッチングコスト（例えば、新規顧客として他社から顧客を獲得した場合）

に対する顧客の認知はサービスを提供する側が乗り越えないといけない関門である。 

これらの 3 つの問題に関して、多くの既存研究は有益な提言を行った。例えば、顧客の細かな
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要求に対応するために複雑化するサービス内容について、Bititci 他(1999)は、ビジネス・プロセス・

アーキテクチャ(Business Process Architecture)という概念を提唱し、企業の事業内容(ビジネス)をビ

ジネスユニット、ビジネスプロセス、アクティビティといった階層に分解し、顧客の要求に対応

するために複雑になる業務内容をこれらの階層に対する管理で吸収する。Hyotylaine and Moller 

(2007)も情報通信技術(ICT)によるソリューションの提供について、「サービス提供の工業化」、

「サービス内容の可視化」、そして「サービス青写真 (service blueprinting)」というサービスの提供

過程の分解を通じて、情報通信技術によるソリューション提供の効率的なビジネスモデルを提言

した。Cusumano (2008)も、ソフトウエアビジネスに着目し、情報財の製品特性から「製造からサー

ビスへ」という業界一辺倒のトレンドを批判し、製造とサービス提供の組み合わせを通じて、限

界コストの最小化を目指すことを提案した。 

 そして、サービスの有償化に関する営業担当者の役割について、Oliva & Kallenberg (2003)、Friedli 

and Gebauer (2005)、そして Antonacopoulou and Kandampully (2000)は、営業管理の理論を応用しな

がらサービスの提供過程における営業担当者の役割や交渉プロセスの進捗管理などの重要性に言

及した。 

 これらの提言をとりまとめた形で提示したのは Reinartz and Ulaga (2008)の論文である。Reinartz 

and Ulaga は、製造企業がサービスの提供を通じていかに利益を上げるかについて次の 4 つのス

テップを提案した。 

その 4 つのステップとは、 

1．「既存サービスにあらためて目を向け、利益になりそうなサービスを有償化する」。 

2．「バックオフィス業務にモノづくりの発想を取り入れる」。これはいわゆる「モジュール化」で

ある。 

3．「営業担当者にサービス営業の心得を教える」。 

4．「顧客業務プロセスを重視する」。 

 この 4 つのステップによって、産業財企業がサービスで儲けられるという。 

 確かにサービスを提供する過程をモジュール化し、ものづくりの管理概念を導入すればコスト

を削減でき、有償化したサービスから利益を捻出することができる。営業マンにサービス営業の

心得を伝授することで、顧客との交渉過程をよりスムーズにさせることが期待できる。そして、

よいサービスを見つけ、それを顧客業務に組み込んでいくことで利益をもたらす。しかし、これ

らの議論はサービスを提供する事業システムの効率的構築に対する検討である。いわば、サービ

スを提供する側への提言である。問題は、例えサービスの事業システムがうまく構築できるとし

ても、もし顧客側がそれを受け入れなければ、このサービスの提供が期待された価値を実現する

ことができないことである。 

 したがって、サービスの有償化問題は、既存研究が検討した事業システム構築上のものだけで
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なく、顧客側の受け入れという側面も検討の視野に入れる必要がある。この側面について、次の

ケースを紹介し例証する。 

 

Ⅲ．ケース 

 Reinartz and Ulagaの提案した4つのステップを踏んでサービス事業部を立ち上げた日本の産業財

製造企業がある。しかし、我々のインタービューに対して、この企業は、サービス事業部の展開の

難しさを語ってくれた。以下は、この日本の産業財製造企業のプロフィールと我々のインタービュー

内容の要約である。 

このケースにおいて取り上げたい企業は「バンドー化学株式会社(以下、バンドー)」である。バ

ンドーは神戸に本社を構えるゴム・プラスティック製品を製造する会社である。1906年に創業し、

日本における最初のコンベアベルトの製造会社である。以来、ゴムおよびプラスティック製品の開

発と製造を中心に展開してきた業界のパイオニア的な存在である。2009年3月期に発表された決算

報告書によれば、2008年度の総売上高は986億6200万円である。バンドーは日本国内だけでなく、

世界十数カ国に拠点を置くグローバル企業である。その主な製品はゴム製のコンベアベルトである。 

ゴム製コンベアベルトという製品の特性として、顧客側の機械によって特注品が多い。そしてゴ

ムは使用とともに劣化するので、この製品には耐久年数がある。さらに、納入してから定期的に点

検、保守が必要な製品である。多くの顧客にとって、もしベルトが切れたら復旧するまで生産ライ

ンを止めないといけないので、生産活動においてこのベルトはきわめて重要な部品の1つである。

そのため、日本の製造企業はコンベアベルトを購入するとき、ベルトの品質だけでなく、その後の

サポートも重視して製品を選択しているわけである。 

日本のコンベアベルトの市場は、バンドーを含めて4社に集中する寡占市場である。このような

寡占競争のもとで、顧客のニーズに合わせながら、それぞれのコンベアベルトメーカーは競争を考

慮し、このアフターサポートの部分を製品の付加価値として、製品の購入とともに無償で提供して

いる場合が多い。言い換えれば、安定した製品品質に加えて、良質なアフターサポートを無償で提

供することで顧客を囲い込むという打算である。しかし、近年、中国製の安いコンベアベルト製品

が市場に参入し、従来の市場シェアに影響を与え始めている。これらの中国製コンベアベルトは、

コストが安い分日本の製品より耐久年数が短い。そこで、これらの製造企業にとってどちらの製品

を選択するのか、それは顧客側のコンベアベルトに対するとらえ方次第である。つまり、コンベア

ベルトを消耗品として考える企業は中国製のベルトを選ぶ。逆に大切な生産設備として考える企業

は日本の製品を選択する、という構図である。 

このような新規参入者に直面した際、バンドーは市場で差別化を図るために製品の品質はもちろ

ん、このアフターサポートの部分もいっそう強化した。そして、このアフターサポートの規模の経

済性を得るために、1つの新しい試みとして、このアフターサポートを事業化し、他社製品を利用
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しているメーカーにもコンベアベルトの点検・保守サービスを提供しようと考えた。いわば、今ま

で製品にくっつけて無償で顧客に提供したアフターサポートの部分を他の企業に向けて1つの製品

として有償の形で提供しようとしたのである。 

バンドーが今まで提供しているサービスの内容は主に製品の設置(installation)、予測(forecasting)、

メンテンナンス(maintenance)と交換(replacement)である。今までの業務分担は次のようである。設

置作業は設置部門が行い、予測・メンテンナンスは技術部門が担当し、最後の交換は営業部門が担

当するという具合である。 

しかし、このような組織編制で組織内での連携がうまく取れないという欠点があるため、サービ

スの有償化を図る際、バンドーは一部の組織再編を行った。図1は、バンドーの現在の組織図であ

る。この組織編制になる前には、サービスが商品と一体化して提供されるため、「フィールドサー

ビス部」が存在しなかった。その代わりに、組織の再編を行う前には製品の設置を担当する専門の

部署があった。再編の内容は図2の通りである。

 

産業資材部

 
営業部 技術部

フィールド

サービス部
製造 企画部 資材調達部

図１ バンドーの組織図 

再編前 再編後

標準的な

業務内容

予測

保守点検

予測

技術部門
フィールド

部門. 

技術部門

設置

交換

設置部門

営業部門 営業部門

サービス提供

の事業化 

図２ サービスの事業部化をするために行われた組織の再編 
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この組織再編のポイントは、従来の設置部門、技術部門、営業部門のような縦割り編制を壊し、

問題対応の緊急性と技術の必要度により、技術部門、フィールド部門と営業部門といった3つの部

門に変更したという点である。特に、このフィールド部門の新設は重要な意味を持つ。それは、技

術者が点検用の機械を専用の車両に積み、現場を駆け回るという試みである。技術者が設備ととも

に現場を回るという機動性により、定例の点検保守だけでなく、突如の問題発生に対する応急処置、

トラブルの未然防止、製品寿命の事前予測とそれに対応する取り替え計画の提案、そして、企業に

対して延命策の講習を提供することがバンドーの狙いである。これらのサービス内容は、従来の製

品に付随したアフターサポートの内容とは緊急性と将来予測の部分において性質的に異なるため、

将来に起きうるリスクを事前にマネジメントするという意味で、バンドーは有償の形態でこれらの

サービスを製品として他の企業に薦めるのである。この際、バンドーがねらったのはバンドーの既

存顧客ではなく、むしろ他社製品を使用している企業である。とりわけ、中国製のコンベアベルト

を利用している企業が主なターゲットである。 

バンドーが取ったこの一連の試みは、実にReinartz and Ulaga (2008)が提案した4つのステップと一

致する。もし、Reinartz and Ulagaの提言が正しければ、バンドーの取り組みは成功するはずである。

しかし、その結果は必ずしもReinartz and Ulagaが提言したとおりにはならなかった。その結果につ

いて、段落をあらためて紹介する。 

バンドーの取り組みは日本だけでなく海外でも展開した。しかし、日本と海外での展開において、

顧客の反応が違う。我々のインタービューに対して、バンドーの担当者がタイと日本のケースを教

えてくれた。以下が日本とタイでの展開の整理である。 

 コンベアベルトは劣化の問題を抱えているので、ユーザー企業にとってベルトが突然に切れれば、

生産ラインをストップしなければならない。そのため、生産管理を担当するマネジャーたちはコン

ベアベルトの状態に神経を使う。実際の生産現場ではこのような事態の発生に備えて、普通は複数

の生産ラインあるいは予備の生産ラインを設けることで生産活動を行っている。このような備えに

より、今まではコンベアベルトの寿命を予測するよりは問題発生時、コンベアベルトメーカーの迅

速な対応が期待されていた。そして、前述したようにこの業界の競争状態により、すべてのコンベ

アベルトメーカーがこのアフターサポートを無償の形で提供している。 

 このような前提において、バンドーが日本で予測サービスを有償の形で展開しようとしたとき、

日本の製造企業の反応はあまり高くなかった。しかし一方、タイでこのようなサービスをある電力

会社に提案したときに、直ちに契約が取れたという。バンドーの担当者が言うには、この電力会社

の工場長はコンベアベルトのトラブルによる発電機能の停止、およびそれによる人事上の処罰を恐

れるため、積極的にバンドーの提案を受け入れたのである。もちろん、日本企業においてもこのよ

うな事故が発生する可能性がある。しかし、同じような可能性に対して日本とタイの経営者の反応

が異なる。 
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 なぜこのような違いが生じたのか。バンドーの担当者がいうには、その理由は、日本企業と取引

をする際、コンベアベルトの購入にはその後のサポートも含まれるため、問題が起きたときの責任

が生産現場の管理者にあるのではなく、コンベアベルトのメーカーが取らなければならないからで

ある。この意味で、新たに予測サービスを有償で顧客に提供しようとしたとき、そもそも責任が顧

客側にあるという認識がないため、このような試みが受け入れられないのである。 

  

Ⅳ．ケースに対する理論的分析 

 サービスの有償化に対するバンドーの取り組みは、日本とタイにおいてなぜこのような違いが

生じたのか。この問題を説明するのに、2 つの見方がある。1 つは産業財の取引において、日本と

タイの取引構造が異なるからである。もう 1 つの見方は、このサービスに対する日本とタイの顧

客の認知が異なるからである。もちろん、後者の認知の違いは前者の取引構造の違いに影響され

るが、ここでわざわざ分けて議論するのは理由がある。それは、前者の取引構造論でこの問題を

捉えるとき、実践的に改善のインプリケーションが出せないからである。なぜなら、取引構造は

社会的構造に依拠するため、取引構造を改善するためには社会全体の構造を変えなければならな

いからである。実際に社会構造は長期的に変化することがあるかもしれないが、一企業の力で簡

単に変更できるものではない。それに対して、後者のサービスに対する顧客認知の問題も簡単に

変えられない。しかし、論理的に工夫をすれば前者の構造論よりは改善の余地が見つけやすい。

以上の理由で、このケースを論理的に分析する際、「取引構造（社会構造）」と「顧客の認知」と

いった 2 つの部分を意識しながら検討する必要があると考えられる。その展開は次の通りである。 

 

1．社会構造論 

 山岸(1999)9）の研究によれば、日本の社会構造は欧米のそれとは異なる。かいつまんで言えば、

日本の社会構造は「安心(assurance)」に基づいたものであり、それに対して欧米のそれは「信頼

（trust）」によるものである。安心と信頼はどのような違いがあるのか。基本的に、安心も信頼も

相手に裏切られるリスクをはらんでいる。しかし、安心構造ではこの裏切り行為が起きないよう

に厳しいペナルティを与える仕組みが社会構造の中に組み込まれている。それに対して、信頼社

会はすべて自己責任のもとで関係が構築されるのである。その結果、例えば、日本で不祥事が起

きたとき、当事者は「世間」に対して陳謝し、そのあとは周りから冷たい目で見られることが多

い。逆に、欧米では問題を起こした相手はもちろん悪いが、それを自分が信じたから、責任は自

分のところにもあるという。 

 このような社会構造の違いは、当然それぞれの国の経済活動にも影響を与える。かつて、日本

の企業間関係があまりにも入りにくいから、アメリカが法案を起こしそれを牽制したことがあっ

た。なぜ日本の企業間関係がそれほど固いのか。その理由の一つは、日本の取引構造においてそ
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の関係を頻繁に変更すると、当該企業の信用が落ち、業界から排除されるからである。これは、

つまり経済側面における安心構造の影響である。そして、責任の側面においても、安心構造では、

問題が起きて自分に被害があったとき責任はすべて加害者側にある。例えば、いままでたくさん

の企業が不祥事を起こした。世論は、企業を一方的に責める。もちろん、悪いことをやろうとし

たのは企業である。しかし、ビジネスの世界で取引の成立は、相手の受け入れが必要である。そ

の意味で、企業の悪い企みを実現したのは、それを無批判に受け入れる相手がいるからである。

ところが、実際に不祥事が起きたときに多くの場合は、この受け入れ側の問題が隠蔽され、議論

の対象に上がってこないのである。 

 このような社会構造論から見れば、バンドーの取り組みが日本において成功しにくいのも頷け

るだろう。つまり、バンドーがコンベアベルトの予測サービスを有償の形で企業に提供する際、

既存の顧客にとってそれが裏切り行為と見なされかねない。一方、バンドーは他社製品を利用し

ている企業にそのサービスを売り込もうとした。しかし、これらの企業にとって、従来の取引先

と関係を持ちながらバンドーからサービスを購入するのに大きな抵抗が存在する。この抵抗は、

有償という側面と従来の取引関係からの圧力という 2 つの要素によるものである。このように、

既存の顧客に対しても、他社製品を使用する「新規顧客」に対しても、バンドーの試みはなかな

か展開できないのである。 

 一方、タイではこのような安心構造に基づいた取引関係がないため、それぞれの企業は自己責

任を持ちながら、より経済合理性に基づいて自社の行動を取ることができる。そのため、コスト

パフォーマンスを考慮し、より経済的な取引相手から製品やサービスを購入するのである。この

経済合理性に基づいた企業の行動が、結局、取引関係の頻繁な変動に繋がる。 

 確かに社会構造の違いからバンドーのケースを見れば、それなりの説明がつく。しかし、前述

したように、もしビジネスの展開がうまくいかない理由をこの社会的構造のせいにするなら、そ

れを改善するのにまず社会構造全体の変革からやらなければならなくなる。しかし、社会構造を

変革することはそれほど簡単なことではない。この意味で、社会構造論でこのケースを説明して

も、改善策が見つからない。 

 

2．構造的空隙  

社会構造論のような決定論ではなく、概念をブレークダウンすれば別の見方ができるかもしれ

ない。ここで引用したいのは、ネットワーク理論の中に使われている「構造的空隙 (structural hole)」

という概念である。この「構造的空隙」の概念は、前者の社会構造論を否定するものではなく、

むしろそれを前提にして発展してきた概念である。というのは、緊密に結ばれている社会構造を

一つのネットワークとして見なしたとき、この構造を支える一人一人の構成員がネットワークの

中の「ノード(node)」という要素に該当する。そして、一言「ネットワーク」と言っても、構成関
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係のタイトさによって様々な種類がある。そこで「構造的空隙」とは、構成関係の強弱によって

できた隙間をイメージする概念である。ネットワークの中である特定のノードが持つ繋がりが多

ければ多いほど、そしてネットワークの構造が安定であればあるほど、そのネットワークにおい

てこの特定のノードの自由度が減る。これをコンベアベルトのケースに置き換えて言えば、業界

の寡占状態は取引関係の集中度合いを意味する。そして、簡単に切り替えられない日本の取引慣

行が後者の安定的なネットワーク構造と似ている。この 2 つの要素を含んだ日本のコンベアベル

ト市場における企業は、簡単に取引先を変更することができないのである。しかし、この関係の

切り替えにくさは従来の取引関係においての話である。全く異質的なネットワークにおいて、特

定のノードは従来の繋がりから解放され、その瞬間に「構造的空隙」として現れるのである。 

「構造的空隙」という概念は Burt（1992）10）が提唱したものである。彼の定義によれば、「構

造的空隙」とは、ネットワークの真空地帯を意味するのではない。それ自身がノードである。し

かしこのノードは次の三つの要件をもっている。1 つ目は、繋がりが集中するハブノードではな

く、少ない繋がりしか持たない「弱い紐帯( weak tie)」という性質をもつノードである。2 つ目は、

この少ない繋がりを通じて強いネットワークへの架け橋となる(bridge)。3 つ目は、このノードは

他のノードと同じ情報を持たず、異質的な情報を持つため、情報の冗長性（重複情報）を持たな

いこと。その概念図は図 3 の通りになる。図 3 の中の You というノードが構造的空隙となってい

る。 

 

図３ 構造的空隙と弱い紐帯の関係 (Burt,1992, p.27) 

 

 この「構造的空隙」の概念を通じて、バンドーのケースについて説明したいのは、なぜタイで

同じサービスの提供が成功できるのかという点である。「社会構造論」の部分では、タイで成功で

きるのは信頼構造の上に取引関係が置かれるからだと説明をした。しかし、この説明は他の国に

ビジネスを展開するとき応用できない。なぜなら、それぞれの国の社会文化背景が異なるからで

ある。ここでは、むしろ、「構造的空隙」の概念を使った方が、理論の一般化がしやすい。つまり、



114 
 

王 怡人 

バンドーにとって、タイの電力会社という顧客は、バンドーの従来のビジネスネットワークに組

み込まれていない異質的な存在だから、この有償なサービスの提供が受け入れられたのである。 

 実際にインタービューのなかでは、バンドーの担当者もこのように述べた。コンベアベルトを

必要とする企業は様々であるが、電力会社と取引するのは初めてである。そして、タイのこの顧

客にとって、彼らがほしいのはコンベアベルトに対する保証ではなく、コンベアベルトのトラブ

ルによる生産ライン停止の損失と自分へのペナルティを避けることである。この点において、日

本企業の間で展開された理屈とは違う。 

 なぜこのような違いが生まれるのか。一言でその原因をいえば、それは顧客のサービスに対す

る認知の違いである。しかし、さらに突っ込んで問えば、なぜ同じサービスに対して顧客に認知

の違いが生まれるのか。それは日本とタイ顧客にとって、バンドーとの取引関係の性質が違うか

らである。日本の企業にとって、バンドーは複数あるコンベアベルトメーカーの一つである。し

かし、タイの顧客にとって、バンドーは彼らの既存の取引構造の中にない異質的な存在となって

いる。このような異質的な存在と関係を結ぶのは既存の取引関係の切り替えではなく、関係の拡

張になるからである。 

 しかし、ここでは 1 点の注意を促したい。それは、バンドーにとって、このタイの顧客は中国

製品を利用する日本企業と同じように「新規顧客」である。しかし、この新規性は異なる性質を

持つ。中国製品を利用した日本企業にとって、バンドーは、他のコンベアベルトメーカーと同じ

取引構造における 1 つの選択肢にしか過ぎない。コンベアベルトにかかわる日本の取引構造の中

で、実際の取引関係がないにもかかわらず、情報の冗長性により、バンドーにとってこの日本企

業は「構造的空隙」としての性質を持たなくなる。それに対して、タイの顧客にとって、バンドー

は彼らの既存の取引構造にない異質的な存在であるため、バンドーのサービスを利用することに

よって、タイの取引ネットワークにおいて他社と差をつけることができる。この瞬間、タイのこ

の新規顧客にとって、バンドーは「構造的空隙」の性質を持つようになったのである。逆に、バ

ンドーにとっても、タイのこの顧客は日本のビジネスネットワークからタイのビジネスネット

ワークにつながる架け橋になるのである。 

 実際に、ヨーロッパの学会でこのケースを披露した時、イギリスとフィンランドの学者からも

「新規顧客」を獲得することの重要性を教えてもらった。しかし、上述したように、この新規顧

客の定義は、単に取引関係の有無ではなく、むしろ、同じ取引構造に含まれないという性質を有

することを意味する。 

 

Ⅴ．結論と今後の課題 

 産業財の製造企業にとって、収益性を上げるために事業内容の転換が必要である。多くの企業

にとって、この転換は製品の製造と販売からサービスを事業として立ちあげることである。しか
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し、このような試みは必ずしも成功できない。 

 既存研究の多くは、事業転換の失敗原因を事業システムの構築に帰する。このサービスの提供

を 1 つの事業として成り立たせるために、事業システムに関する様々な提言が行われた。しかし、

事業システムの構築がうまくいっても、1 つの事業としてサービスの提供が成功できる保証には

ならない。なぜなら、このサービスの提案に対する利用者側の認知問題があるからである。 

 この顧客の認知問題について議論するために、取引構造の形態は 1 つの重要な要素である。し

かし、取引の構造（まして社会構造）による決定論の展開では、改善策を見いだしにくい。その

ため、Burt の構造的空隙の概念を借用し、取引構造の中から情報の冗長性を持たない異質的なノー

ドを新規顧客として発見することの重要性を強調する。この異質的なノードを発見することが、

既存の取引構造においてサービスを事業化にするための鍵となる。 

 もちろん、この分析ではまだたくさんの不備がある。例えば、実際のビジネス現場において、

構造的空隙をいかに見つけ出すかという問題が残っている。そして、論理的に議論を展開する際、

論理性が詰まっていないところもまだあるため、これらの問題を今後の課題としていっそう研鑽

していきたいと考えている。 
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